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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】
　

回次 第５期中 第６期中 第７期中 第５期 第６期

会計期間

自  平成21年
    ７月１日
至  平成21年
    12月31日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成22年
    12月31日

自  平成23年
    ７月１日
至  平成23年
    12月31日

自  平成21年
    ７月１日
至  平成22年
    ６月30日

自  平成22年
    ７月１日
至  平成23年
    ６月30日

売上高 (千円) 504,332 466,486 417,893 888,383 793,589

経常利益又は経常損失
(△)

(千円) 31,527 17,539 450 16,879 △56,019

中間(当期)純利益又は
当期純損失(△)

(千円) 29,893 15,906 322 15,993 △57,946

持分法を適用した場合の
投資利益

(千円) － － － － －

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数
   （普通株式）
   （優先株式）

(株)
 
 

37,375
(30,000)
(7,375)

37,375
(30,000)
(7,375)

37,375
(30,000)
(7,375)

37,375
(30,000)
(7,375)

37,375
(30,000)
(7,375)

純資産額 (千円) 3,910,8103,912,8163,837,8113,896,9103,838,964

総資産額 (千円) 4,071,8434,073,2733,981,1804,017,4363,947,163

１株当たり純資産額 (円) 7,443.687,510.555,010.406,980.345,024.22

１株当たり中間(当期)
純利益又は当期純損失
(△)

(円) 996.45 530.21 10.76 533.11△1,956.12

潜在株式調整後
１株当たり中間
(当期)純利益

(円) － － － － －

１株当たり配当額
(普通株式)
(優先株式)
(内、１株当たり中間
配当額)

(円)
(円)
(円)
(円)

－
(－)
(－)
(－)

－
(－)
(－)
(－)

－
(－)
(－)
(－)
 

－
(－)
(－)
(－)
 

200
(－)
(200)
(－)
 

自己資本比率 (％) 96.0 96.1 96.4 97.0 97.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 68,943 51,642 43,939 20,299 △68,048

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △377 △5,814 △4,092 △9,666 43,613

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △1,475 － △1,475 △1,475 －

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(千円) 130,497 118,392 86,500 72,563 48,129

従業員数
（ほか、平均臨時雇用者
数）

(名)
29
(29)

26
(28)

21
(26)

27
(31)

25
(28)

(注) １  当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間に係る主要な経営指標等の推移については記載しておりませ

ん。

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。

３  持分法を適用した場合の投資利益は、関連会社がないため記載しておりません。

４  第６期の潜在株式調整後1株当たり当期純利益は、１株当たり当期純損失が計上されており、また潜在株式が存在しないため記載して

おりません。第５期中、第５期、第６期中及び第７期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。
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２ 【事業の内容】
　

当中間会計期間において、当社及び当社の親会社が営んでいる事業内容に重要な変更はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

　

当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1)提出会社の状況

平成23年12月31日現在

従業員数（名）
21

(26)

(注) １．従業員数は、就業人員数であります。

２．従業員数欄の（外書）は、臨時雇用者（パートタイマー及び嘱託）の当中間会計期間の平均雇用人数でありま

す。

　
(2)労働組合の状況

労働組合は結成されておりません。尚、労使関係は良好です。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業績等の概要】

(1) 業績

当中間会計期間におけるわが国経済は、東日本大震災や福島第一原発事故の影響により急激な景気

悪化に陥りましたが、その後サプライチェーンの復旧が進み、震災前の水準近くにまで回復しつつあり

ます。しかしながら、円高の長期化や米国経済の減速懸念、欧州の金融不安等の下振れリスク要因が山

積みしており、先行き不透明な状況で推移しております。

ゴルフ場業界におきましては、震災後の自粛ムードは徐々に改善されながらも、プレー料金の低価格

化により、収益環境は益々厳しい傾向にあります。

こうした中にあって当社は、快適なプレー環境を提供すべく、サービスの向上に努めてまいりまし

た。当クラブのホームページでは、会員はもとよりゲストの方にも「ＷＥＢ会員」登録から24時間エン

トリーが可能となりました。また、ご来場の皆様に気持ち良くプレーをしていただく為に、エチケット

委員会の承認を得て「ドレスコード」を設け、マナーアップに努めました。

その結果、９月の台風12号及び12月の降雪によるクローズもあり、当中間会計期間の営業につきまし

ては、来場者数は39,557名（前年同期比93.1％）、営業収益は417,893千円（前年同期比89.6％）とな

りました。経常利益は450千円（前年同期比2.6％）となり、法人税、住民税及び事業税963千円を差引い

た結果、中間純利益は322千円（前年同期比2.0%）となりました。

　
(2) キャッシュ・フローの状況

当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、86,500千円と前事業年度

と比べ38,371千円の増加となりました。

当中間会計期間における各キャッシュ・フローは次のとおりであります。

　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における営業活動の結果、得られた資金は43,939千円（前年同期比7,703千円減少）

となりました。これは主に税引前中間純利益の減少によるものです。

　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における投資活動の結果、使用した資金は4,092千円（前年同期比1,721千円減少）

となりました。これは、有形固定資産取得によるものであります。

　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当中間会計期間における財務活動の結果、使用した資金は1,475千円となりました。これは、優先株式

に係る配当によるものであります。なお、前中間会計期間における使用はありませんでした。
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２ 【生産、受注及び販売の状況】

当社の実態に即した内容を記載するため、生産実績及び受注実績に代えて収容実績を記載しております。

（1）  収容実績

ホール数
（H）

前中間会計期間 当中間会計期間

(自  平成22年 7月１日
至  平成22年12月31日)

(自  平成23年 7月１日
至  平成23年12月31日)

営業日数
（日）

収容実績（名） １日平均
来場者数
（名）

営業日数
（日）

収容実績（名） １日平均
来場者数
（名）メンバー ゲスト 合計 メンバー ゲスト 合計

36 18314,96527,51442,479232 17215,41824,13939,557229

　
（2）  販売実績

区分

前中間会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

金額（千円） 金額（千円）

ゴルフ場売上 336,306 305,810

年会費収入 55,843 56,858

名義書換料収入 14,963 3,762

食堂部売上 59,374 51,462

合計 466,486 417,893

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
３ 【対処すべき課題】

当中間会計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに生じ

た課題はありません。

　
４ 【事業等のリスク】

当中間会計期間において、事業等のリスクについて重要な変更及び新たに生じた課題はありません。

　
５ 【経営上の重要な契約等】

当中間会計期間において、経営上の重要な契約等は行なわれておりません。

　
６ 【研究開発活動】

該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

株式会社リオフジワラカントリー(E04740)

半期報告書

 5/25



　

７ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態の分析

（資産）

当中間会計期間末における流動資産の残高は470,059千円で、前事業年度に比べ37,377千円増加してお

ります。現金及び預金の増加が主な要因です。固定資産の残高は3,511,120千円で、前事業年度に比べ

3,360千円減少しております。投資その他の資産「その他」の減少が主な要因です。

この結果、資産合計は3,981,180千円となり、前事業年度に比べ34,017千円増加しております。

（負債）

当中間会計期間末における流動負債の残高は118,372千円で、前事業年度に比べ41,558千円増加してお

ります。流動負債「その他」の増加が主な要因です。固定負債の残高は24,995千円で、退職給付引当金の

減少により前事業年度に比べ6,389千円減少しております。

この結果、負債合計は143,368千円となり、前事業年度に比べ35,169千円増加しております。

（純資産）

当中間会計期間末における純資産の残高は3,837,811千円で、前事業年度に比べ1,152千円減少してお

ります。優先株式に係る配当及び当中間純利益によります。

　

(2) 経営成績の分析

当中間会計期間は、来場者数は39,557名（前年同期比93.1%）となり、売上高は417,893千円（前年同期

比89.6%）となりました。営業費用は424,780千円（前年同期比93.0%）となり、この結果営業損失は6,886

千円（前年同期は9,925千円の営業利益）となりました。これは、売上高が減少したことが主な要因であ

ります。

また、当中間会計期間の経常利益は450千円（前年同期比2.6％）となりました。貸付金の受取利息な

ど、営業外収益を7,347千円計上しております。

この結果、法人税、住民税及び事業税を差引いた中間純利益は322千円（前年同期比2.0%）となりまし

た。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

「第２［事業の状況］１［業績等の概要］(2) キャッシュ・フローの状況」をご参照下さい。
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第３ 【設備の状況】

１ 【主要な設備の状況】

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

２ 【設備の新設、除却等の計画】

記載すべき事項はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000

優先株式 8,000

計 88,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(平成23年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成24年３月30日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 30,000 30,000 非上場 (注)１、３、４

優先株式 7,375 7,375 〃 (注)２、３、４

計 37,375 37,375 ― ―

(注)  １  普通株式の内容

株主としての権利内容に制限のない、標準となる株式であります。

２  優先株式の内容

(1) 普通株式に優先して、１株につき年100円を限度として利益配当（以後「優先配当金」という）を受けます。

(2) 優先配当金が支払われた後の残余の利益に対しては、配当を受ける権利を有しません。

(3) 優先配当金の全部、又は一部が支払われていないときは、その不足額を翌営業年度以降に累積し、累積した不

足額については優先配当金に先立ってこれを受けるものとします。

(4) 優先株式の株主は、その所有する優先株式については株主総会における議決権を有しないものとします。た

だし、下記の場合を除くものとします。

イ) 定時総会において累積的優先株式の優先配当金の全部又は一部が支払われない旨の決議があり、なおか

つ次の定時総会に累積的優先配当金が支払われる旨の議案が提出されないときは、その定時総会の時か

ら議決権を有します。

ロ) 定時総会において累積的優先株式の優先配当金の全部又は一部が支払われない旨の決議があり、なおか

つ次の定時総会に累積的優先配当金が支払われる旨の議案が提出されたが否決されたときは、その定時

総会終結の時から議決権を有します。

(5) 優先株式の株主は、当会社の残余財産の分配につき、その優先株式１株につき50万円までは、普通株式の株主

に優先して分配を受けます。

(6) 優先株式の株主は、前項の優先分配が行われた後の残余の財産に対しては、分配を受ける権利を有しません。

３  定款により下記の通り譲渡制限を行っています。

第11条      当会社の発行する株式は、これをすべて譲渡制限株式とする。

２  当会社の株式を譲渡により取得するには、取締役会の決議による承認を要する。

４  単元株制度を採用していないため、単元株式数はありません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の状況】

年 月 日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減
額(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年12月31日 ― 37,375 ― 100,000 ― 1,843,750

　

(6) 【大株主の状況】

①所有株式数別

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

株式会社リオ横山ホールディングス 名古屋市中区平和１－15－27 30,402 81.34

クロスプラス株式会社 名古屋市西区花の木３－９－13 44 0.12

株式会社リオスタッフ 名古屋市中区平和１－15－27 28 0.07

東芝テック株式会社 東京都品川区東五反田２－17－２ 22 0.06

杉本食肉産業株式会社 名古屋市昭和区緑町２－20 15 0.04

田中工業株式会社 岐阜県海津郡南濃町津屋2534－１ 14 0.04

ツカサ工機株式会社 西春日井郡西春町中之郷池田43番地 14 0.04

株式会社大垣共立銀行 岐阜県大垣市郭町３－98 12 0.03

丹羽鋼業株式会社 名古屋市中川区篠原橋通１－16 12 0.03

加納水道設備株式会社 大垣市三津屋町３－1462 12 0.03

計 ― 30,575 81.80

　

②所有議決権数別

平成23年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株)

総株主の議決権に対する
所有議決権数の割合(％)

株式会社リオ横山ホールディングス 名古屋市中区平和１－15－27 30,000 100.00

計 ― 30,000 100.00
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成23年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 優先株式 7,375
　

―
優先的配当を受ける権利を有する優
先株式（注）

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 30,000
　

30,000
株主として権利内容に制限の無い、
標準となる株式（注）

発行済株式総数 37,375 ― ―

総株主の議決権 ― 30,000 ―

（注）株式の内容につきましては「１株式等の状況(1)株式の総数等②発行済株式(注)」に記載しております。

　

② 【自己株式等】

平成23年12月31日現在

所有者の
氏名又は名称

所有者

の住所

自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数

の合計

（株）

発行済株式総数に対する

所有株式数の割合（％）

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―

　

２ 【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

当社株式は、非上場であり、該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  中間財務諸表の作成方法について

当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令

第38号)に基づいて作成しております。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間会計期間(平成23年７月１日から平成23

年12月31日まで)の中間財務諸表について、早稲田公認会計士事務所により中間監査を受けております。

　

３  中間連結財務諸表について

当社には子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。

　

１ 【中間連結財務諸表等】

(1) 【中間連結財務諸表】

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年６月30日)

当中間会計期間
(平成23年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 48,129 86,500

売掛金（純額） 15,667 7,041

たな卸資産 14,737 11,851

短期貸付金（純額） 350,000 350,000

その他 4,147 14,665

流動資産合計 432,681 470,059

固定資産

有形固定資産 ※1
 9,366

※1
 11,075

投資その他の資産

差入保証金 3,500,000 3,500,000

その他 5,114 45

投資その他の資産合計 3,505,114 3,500,045

固定資産合計 3,514,481 3,511,120

資産合計 3,947,163 3,981,180

負債の部

流動負債

買掛金 7,069 7,013

未払金 50,569 33,807

未払法人税等 1,927 963

賞与引当金 350 494

その他 ※2
 16,897

※2
 76,094

流動負債合計 76,813 118,372

固定負債

退職給付引当金 31,385 24,995

その他 0 0

固定負債合計 31,385 24,995

負債合計 108,198 143,368

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金 1,843,750 1,843,750

その他資本剰余金 2,040,800 2,039,325

資本剰余金合計 3,884,550 3,883,075

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 △145,585 △145,263

利益剰余金合計 △145,585 △145,263

株主資本合計 3,838,964 3,837,811

純資産合計 3,838,964 3,837,811

負債純資産合計 3,947,163 3,981,180
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成23年７月１日
　至 平成23年12月31日)

営業収益 466,486 417,893

売上原価 47,154 43,055

売上総利益 419,332 374,838

販売費及び一般管理費 409,407 381,724

営業利益又は営業損失（△） 9,925 △6,886

営業外収益 ※1
 7,620

※1
 7,347

営業外費用 6 10

経常利益 17,539 450

特別利益 ※2
 －

※2
 836

税引前中間純利益 17,539 1,286

法人税、住民税及び事業税 1,633 963

法人税等合計 1,633 963

中間純利益 15,906 322
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成23年７月１日
　至 平成23年12月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 100,000 100,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 1,843,750 1,843,750

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － －

当中間期末残高 1,843,750 1,843,750

その他資本剰余金

当期首残高 2,040,800 2,040,800

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △1,475

当中間期変動額合計 － △1,475

当中間期末残高 2,040,800 2,039,325

資本剰余金合計

当期首残高 3,884,550 3,884,550

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △1,475

当中間期変動額合計 － △1,475

当中間期末残高 3,884,550 3,883,075

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 △87,639 △145,585

当中間期変動額

中間純利益 15,906 322

当中間期変動額合計 15,906 322

当中間期末残高 △71,733 △145,263

株主資本合計

当期首残高 3,896,910 3,838,964

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △1,475

中間純利益 15,906 322

当中間期変動額合計 15,906 △1,152

当中間期末残高 3,912,816 3,837,811

純資産合計

当期首残高 3,896,910 3,838,964

当中間期変動額

剰余金（その他資本剰余金）の配当 － △1,475

中間純利益 15,906 322

当中間期変動額合計 15,906 △1,152

当中間期末残高 3,912,816 3,837,811
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成22年７月１日
　至 平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成23年７月１日
　至 平成23年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 17,539 1,286

減価償却費 3,606 2,383

退職給付引当金の増減額（△は減少） △541 △6,389

受取利息及び受取配当金 △3,853 △3,357

売上債権の増減額（△は増加） 245 8,626

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,295 2,886

仕入債務の増減額（△は減少） 2,293 △55

未払金の増減額（△は減少） △18,750 △16,762

前受収益の増減額（△は減少） 54,677 59,606

その他 △3,245 △5,715

小計 49,675 42,508

利息及び配当金の受取額 3,853 3,357

法人税等の支払額 △1,886 △1,927

営業活動によるキャッシュ・フロー 51,642 43,939

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △5,814 △4,092

投資活動によるキャッシュ・フロー △5,814 △4,092

財務活動によるキャッシュ・フロー

配当金の支払額 － △1,475

財務活動によるキャッシュ・フロー － △1,475

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 45,828 38,371

現金及び現金同等物の期首残高 72,563 48,129

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※1
 118,392

※1
 86,500
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【重要な会計方針】

１．資産の評価基準及び評価方法

(1) 商品・貯蔵品

最終仕入原価法による原価法

(収益性の低下による簿価切下げの方法)

　
２．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

定率法

主な耐用年数は次のとおりであります。

器具備品  ４年

(2) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロとする定額法によっております。

　
３．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額のうち当中間会計期間の負担額を計上しており

ます。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当中間会計期間末における退職給付債務の見込額に基づき計上して

おります。

　
４．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない短期的な投資としております。

　
５．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税等の会計処理

消費税および地方消費税の処理は税抜方式によっております。

　

【会計方針の変更】

該当事項はありません。　

　

【表示方法の変更】

該当事項はありません。

　

【会計上の見積りの変更】

該当事項はありません。
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【追加情報】

当中間会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び

誤謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号  平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬

の訂正に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日)を適用してお

ります。

　
【注記事項】

（中間貸借対照表関係）

※１

　

　
前事業年度

(平成23年６月30日)
当中間会計期間
(平成23年12月31日)

有形固定資産の
減価償却累計額

20,939千円 23,322千円

　

※２  消費税等の取扱い

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流動負債の「その他」に含めて表示しております。

　

（中間損益計算書関係）

※１  営業外収益のうち主要なもの

　

　
前中間会計期間

(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

受取利息 3,853千円 3,357千円

　

※２  特別利益のうち主要なもの

　

　
前中間会計期間

(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

退職給付引当金戻入益 － 836千円

　
　３　減価償却実施額

　

　
前中間会計期間

(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

有形固定資産 3,606千円 2,383千円
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(中間株主資本等変動計算書関係)

前中間会計期間（自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 30,000 ― ― 30,000

優先株式（株） 7,375 ― ― 7,375

合計（株） 37,375 ― ― 37,375

　
当中間会計期間（自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日）

１．発行済株式に関する事項

種類 当事業年度期首 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 30,000 ― ― 30,000

優先株式（株） 7,375 ― ― 7,375

合計（株） 37,375 ― ― 37,375

　
（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

※１  現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

　

　
前中間会計期間

(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

現金及び預金勘定 118,392千円 86,500千円

現金及び現金同等物中間期末残高 118,392千円 86,500千円

　

（リース取引関係）

　　該当事項はありません。

　
(金融商品関係)

前事業年度(自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日)

金融商品の時価等に関する事項

平成23年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま

す。

　 　 　 (単位：千円)

　 貸借対照表計上額 時価 差額

(資産) 　 　 　

(1) 現金及び預金 48,129 48,129 －

(2) 売掛金 15,667 15,667 －

(3) 短期貸付金 350,000 350,000 －

(4) 差入保証金 3,500,000 3,500,000 －

(負債) 　 　 　

(1) 買掛金 7,069 7,069 －

(2) 未払金 50,569 50,569 －

(3) 未払法人税等 1,927 1,927 －

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(資産)
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(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4)差入保証金

差入保証金については、回収見込み額により時価を算定しております。

(負債)

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

　

当中間会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

金融商品の時価等に関する事項

平成23年12月31日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。

　 　 　 (単位：千円)

　 中間貸借対照表計上額 時価 差額

(資産) 　 　 　

(1) 現金及び預金 86,500 86,500 －

(2) 売掛金 7,041 7,041 －

(3) 短期貸付金 350,000 350,000 －

(4) 差入保証金 3,500,000 3,500,000 －

(負債) 　 　 　

(1) 買掛金 7,013 7,013 －

(2) 未払金 33,807 33,807 －

(3) 未払法人税等 963 963 －

(4) 未払消費税等 1,101 1,101 －

　

(注１) 金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(資産)

(1)現金及び預金、(2)売掛金、(3)短期貸付金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。

(4)差入保証金

　　差入保証金については、回収見込み額により時価を算定しております。

(負債)

(1)買掛金、(2)未払金、(3)未払法人税等、(4)未払消費税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によって

おります。
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(有価証券関係)

該当事項はありません。

　
(デリバティブ取引関係)

当社はデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。

　
(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　
(持分法損益等)

当社は、関連会社がないため、該当事項はありません。

　
(企業結合等関係)

該当事項はありません。

　
(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

   前中間会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

　当社は、ゴルフ場事業の単一のセグメントであるため記載を省略しております。

　
   当中間会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

　当社は、ゴルフ場事業の単一のセグメントであるため記載を省略しております。

　
【関連情報】

   前中間会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

１．サービスごとの情報

　　　　　　当社は、ゴルフ場事業として単一のサービスを提供しております。　

　
２．地域ごとの情報

　　　　　(1)売上高

　　　　　　当社の外部顧客への売上高はすべて本邦におけるものであります。

　　　　(2)有形固定資産

　　　　　　当社の有形固定資産は、すべて本邦に所在しております。

　
３.主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する売上高で中間損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないた　　　　　　　　　

　　　　 め、記載を省略しております。

　
   当中間会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

１．サービスごとの情報

　　　　　　当社は、ゴルフ場事業として単一のサービスを提供しております。　
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２．地域ごとの情報

　　　　　(1)売上高

　　　　　　当社の外部顧客への売上高はすべて本邦におけるものであります。

　　　　(2)有形固定資産

　　　　　　当社の有形固定資産は、すべて本邦に所在しております。

　
３.主要な顧客ごとの情報

特定の顧客に対する売上高で中間損益計算書の売上高の10％以上を占めるものがないた　　　　　　　　　

　　　　め、記載を省略しております。

　
【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

   前中間会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

　該当事項はありません。

　

   当中間会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

   前中間会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

　該当事項はありません。

　

   当中間会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

　該当事項はありません。

　

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

   前中間会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年12月31日)

　該当事項はありません。

　

   当中間会計期間(自  平成23年７月１日  至  平成23年12月31日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり純資産額及び算定上の基礎並びに１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、以下の

とおりであります。

　

項目
前事業年度

(平成23年６月30日)
当中間会計期間
(平成23年12月31日)

(1) １株当たり純資産額 5,024円22銭 5,010円40銭

   (算定上の基礎) 　 　

    純資産の部の合計額（千円） 3,838,964 3,837,811

    差額の主な内訳 　 　

    残余財産の優先分配額（千円） 3,687,500 3,687,500

    優先株式の配当（千円） 737 －

    普通株式に係る純資産額（千円） 150,726 150,311

    普通株式の発行済株式数（株） 30,000 30,000

    普通株式の自己株式数（株） － －

    １株当たり純資産額の算定に用いられた
    普通株式の数（株）

30,000 30,000

　

項目
前中間会計期間

(自  平成22年７月１日
至  平成22年12月31日)

当中間会計期間
(自  平成23年７月１日
至  平成23年12月31日)

(2) １株当たり中間純利益金額 530円21銭 10円76銭

   (算定上の基礎) 　 　

    中間純利益（千円） 15,906 322

    普通株主に帰属しない金額（千円） － －

    普通株式に係る中間純利益（千円） 15,906 322

    普通株式の期中平均株式数（株） 30,000 30,000

(注)  前中間会計期間及び当中間会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益には、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。

　

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

　

(2) 【その他】

特記すべき事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

　

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度  第６期(自  平成22年７月１日  至  平成23年６月30日)  平成23年９月29日東海財務局長に

提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
　

　
平成24年３月18日

株式会社リオフジワラカントリー

取  締  役  会  御中

　
早稲田公認会計士事務所

　

　 　 公認会計士    早稲田　勝彦    ㊞

　

私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ
ている株式会社リオフジワラカントリーの平成23年７月１日から平成24年６月30日までの第７期事業年度の
中間会計期間(平成23年７月１日から平成23年12月31日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照
表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書、中間キャッシュ・フロー計算書、重要な会計方針及びその他
の注記について中間監査を行った。
　
中間財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して中間財
務諸表を作成し有用な情報を表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間
財務諸表を作成し有用な情報を表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが
含まれる。
　
監査人の責任
私の責任は、私が実施した中間監査に基づいて、独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明すること
にある。私は、我が国において一般に公正妥当と認められる中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中
間監査の基準は、私に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断
を損なうような重要な虚偽表示がないかどうかの合理的な保証を得るために、中間監査に係る監査計画を策
定し、これに基づき中間監査を実施することを求めている。
中間監査においては、中間財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するために年度監査と比べて
監査手続の一部を省略した中間監査手続が実施される。中間監査手続は、私の判断により、不正又は誤謬によ
る中間財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて、分析的手続等を中心とした監査手続に必要に
応じて追加の監査手続が選択及び適用される。中間監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するた
めのものではないが、私は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な中間監査手続を立案するために、
中間財務諸表の作成と有用な情報の表示に関連する内部統制を検討する。また、中間監査には、経営者が採用
した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め中間財務諸表の表示を検
討することが含まれる。
私は、中間監査の意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
　
中間監査意見
私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠
して、株式会社リオフジワラカントリーの平成23年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間会計期間(平成23年７月１日から平成23年12月31日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関す
る有用な情報を表示しているものと認める。
　
利害関係
会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １  上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)

が別途保管しております。

２  中間財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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